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Ⅰ. 問題と目的
特別支援教育の開始からすでに14年が経過した。
教育現場では，その理念のもと，試行錯誤しながら
の教育活動が続いている。文部科学省のデータを見
ると，学校における支援体制（実態把握，個別の指
導計画，研修等）は年々充実し，「専門家チームと
の連携」が60％を下回っているものの全体の平均
実施率は80％を超えている（文部科学省，2017）。
また，児童生徒数の減少（2020年は過去最少）に
もかかわらず特別支援学級在籍者数は増加の一途
で，2019年は2007年の2 .5倍に上り（文部科学省，
2019），保護者・関係者の理解の深まりがうかがえ
る。しかしその結果，専門的な知識をもつ教員が不
足し，未経験の教諭・講師が担任になるなど人的配
置が難しく，毎年新任者研修をしても追い付かない
状況がある。一方，通常学級では，学習・社会面に
課題をもち一斉指導を主とした学びでは適応が難
しい児童生徒が6 .5％在籍しており（文部科学省，
2012），通常学級に籍を置きながら通級指導（例：
週1回，別の場所で自分の障害特性に合わせた内容
を学ぶ）を受ける児童生徒数は2019年現在，2007

年のおよそ3倍となっている（文部科学省，2019）。
このような状況下，通常学級担任は，学級の一般的
な教育活動の他に，特別な教育的支援を必要とする

児童生徒およびその保護者への支援・対応と，他の
児童生徒・保護者に対して，特別な教育的支援を必
要とする児童生徒への理解が深まるような対応の両
方が求められている。その結果，多くの業務を抱え
ることになり，負担は非常に大きいと推測される。
通常学級担任の多忙感，困り感を低減し，児童生徒
のニーズに応じた効果的な特別支援教育を実践する
ためには，機能する支援や研修等を学校体制で行う
必要がある。ケースによっては，外部機関との連携
も必須となるだろう。そのためには，通常学級担任
が現状をどのように捉え，何を課題としているかを
把握する必要がある。そこで，教員の特別支援教育
に対する意識調査に関する先行研究を調べてみた。
教員の意識に関する研究では，特別支援教育開始

時に複数の報告がある。校長を対象とした調査では，
吉利・吉海（2006）が，校長の多くは理念には賛同
するものの，課題の一つとして「専門性の高い教員
の育成」を挙げ，学校経営戦略としては「保護者と
の連携」「校内委員会の推進」を重視していること
を明らかにした。また，岡田（2013）は，校長が重
要視する取り組みとして，「保護者との連携」「関係
機関との連携」「校内委員会の活用」を挙げている。
小･中学校の教員を対象とした調査では，渡部・武
田（2008）が通常学級に在籍する「軽度発達障害児」
への支援について小・中学校の現状と課題を検討し
ている。管理職は，校内支援体制の整備等よりも学
級経営が重要と考えていること，小学校の方が教師

特別な教育的支援を必要とする児童が在籍する小学校通常学級担任の
意識の変化について

― 2011年との比較を通して ―

Changes in awareness of elementary school homeroom teachers enrolled by 
children with special educational  needs
―Through comparison with 2011―

村　山　はるみ＊・有　川　宏　幸

 
　2022.6.24　受理
＊ 2022年3月　新潟大学大学院現代社会文化研究科修了



新潟大学教育学部研究紀要　第 15 巻　第 1 号14

の意識や関心が高いこと，保護者との連携の難しさ
に関しては，管理職，学級担任，小学校と中学校と
の間に差はないとしている。江田・小野・武田・山
崎（2009）は，小学校教員の意識を調査し，通常学
級担任（障害児教育経験群・未経験群），特別支援
学級担任（特学群）の3群を比較している。その結
果，どの群も特別支援教育の理念に対する意識はお
おむね肯定的であるが，実践的な取り組みに関して
は負担感や自信の不足を感じていること，指導実践
への自信や障害の専門知識では，特学群が経験群・
未経験群より得点が高いことを明らかにしている。
小島・吉利・石橋・平賀・片岡・是永・丸山・水内
（2011）は，通常学級担任の意識構造とその影響要
因を調べ，特別支援教育の経験と研修機会の有無に
よって違いが生じ，経験や研修機会がある担任は，
指導や保護者への対応で悩みが少ないことを明らか
にした。米沢・岡本・林（2011）の研究では，とり
わけ学校長とその他の教員間に意識の差異が認めら
れるとしている。
では，最近はどうなのか，2014年以降の先行研
究を調べたが，ほとんど見当たらなかった。現在の
教員の意識実態が明確でなければ，現場で実践して
きた支援体制や教員の支援・指導の効果が検証でき
ないし，これからの特別支援教育における効果的な
支援・指導の構築も困難である。そこで本研究では，
教員の意識調査を実施し，開始時の意識構造等と比
較することにより，特別支援教育の今後の方向性を
明らかにしたいと考えた。

Ⅱ．方 法
１.調査対象
Ａ市立小学校通常学級担任1 ,371名（小学校106

校）

２.調査期間
202X年6月28日～ 8月7日

３.調査依頼および回収の方法
調査対象者にメールで調査を依頼し，無記名式
調査回答方法を用いて実施した。具体的には，依
頼状に添付したURL，QRコードのいずれかを選択
し，質問項目に回答する方式である。データ回収は
Googleホームを活用した。

４.調査内容と作成手続き
調査内容については，先行研究の中から「通常学

級での特別支援教育に対する小・中学校の担任教師
の意識構造とその影響要因」（小島・吉利・石橋・
平賀・片岡・是永・丸山・水内 ,2011）の「意識と
評価に関する質問項目」をそのまま使った。理由
は，質問項目や文言が現在でも修正なしで使用でき
ること，研究内容が意識構造やその影響要因にまで
言及していることである。以下この研究を「小島
ら（2011）と記す。なお，本研究の「意識と評価に
関する項目」では，小島ら（2011）の質問項目（33

項目）にこれまでの実践の総括的評価として「現在
勤務する小学校の特別支援教育は適切に運営されて
いる」を追加し34項目とした。回答は5件法で実施
され，「そう思う」を5点，「どちらかといえばそう
思う」を4点，「どちらともいえない」を3点，「ど
ちらかといえばそう思わない」を2点，「そう思わ
ない」を1点とする得点化を行った。また，小島ら
（2011）のプロフィール項目は，特別支援教育経験
の有無，特別支援教育免許の有無，大学等における
特別支援教育に関する単位取得の有無，特別支援教
育に関する研修，通常学級における特別な教育的支
援を必要とする児童生徒の担任経験の有無の5項目
であったが，調査は2008年に実施されたものであ
り，その後10年以上の実践や免許・単位取得の在
り方の変更等によって状況が変化している。そこで
本研究では，「プロフィール項目」を「職種」「担当
学年」「年齢」「教員としての経験年数」「特別支援
教育の担当経験」「通常学級における特別な教育的
支援を必要とする児童生徒の担任経験」「勤務校の
通常学級数」の７項目とした。また，小島ら（2011）
同様自由記述欄を設けた。
なお，本調査の依頼状には，研究の目的やデータ

使用の範囲，研究依頼者等を記載し，小島ら（2011）
にならい「本調査における特別な教育的支援を必要
とする児童生徒とは発達障害（LD，ADHD，ASD
等）のある子どもを示している」ことを明記した。

５. 分析方法
（1）集計
調査対象者1 ,371名のうち，164名より回答があ
り（回収率12 .0％），選択式の回答に欠損値を含ま
ない150名を分析対象とした。「意識と評価に関す
る項目（34項目）」については，各質問項目の平均
（単純集計）と標準偏差を算出し，それぞれの平均
値に標準偏差を加えた値が5 .0を超えた場合，天井
効果を示す項目として分析対象から除外した。本研
究では11項目が該当した。天井効果を示した項目
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は以下のとおりである（「1 .特別支援教育の動向に
関心がある」,「3 .特別支援教育の推進は，すべて
の児童生徒にとって有益である」,「4 .特別支援教
育の推進は，通常学級で学ぶ特別な教育的支援を必
要とする児童生徒にとって有益である」,「5 .特別
支援教育の推進は，通常学級で学ぶ特別な教育的支
援を必要とする児童生徒の学業面の能力を向上さ
せることにつながる」,「6 .特別支援教育の推進は，
通常学級で学ぶ特別な教育的支援を必要とする児童
生徒の社会面の能力を向上させることにつながる」,
「14 .通常学級において特別な教育的支援を必要と
する児童生徒を指導する知識・技能は，他の児童生
徒の指導にも役立つ」,「17 .特別支援教育の推進に
は，特別な教育的支援を必要とする児童生徒の保護
者との連携が不可欠である」,「28 .教員になるすべ
ての学生が，特別支援教育に関する一定期間の教育
実習を受ける必要がある」,「29 .特別支援教育に関
するボランティアの経験が，教職に就いた後にも学
校活動のなかで役に立つ」,「30 .教員になるすべて
の学生が，特別支援教育に関する講義を履修してか
ら，教職に就くべきである」,「31 .小・中学校の教
員採用試験のなかで，特別支援教育に関する知識が
問われるべきである」）。なお，床効果を示す項目は
なかった。
（2）因子分析
特別支援教育に対する意識構造を明らかにす
るため，天井効果項目を除く23項目について，
SPSS22 .0を用いて因子分析（最尤法，Kaiserの正
規化を伴うプロマックス法による回転）を行った。
固有値，累積寄与率，因子負荷量（0 .35以上），因
子の解釈可能性を考慮した結果，4因子が抽出され
た。この際，解釈が困難だった３項目が削除された
(削除項目 :「2 .特別支援教育の目的・内容を理解し
ている」「22 .特別支援教育に関する校内委員会の
役割と仕組みを理解している」「（本研究追加項目）
34 .現在勤務する小学校の特別支援教育は適切に運
営されている」)。

Ⅲ．結 果
１．特別支援教育に対する意識構造と信頼性・妥当性
因子分析の結果をTable１に示す。
第１因子は，小島ら（2011）における第１因子

のうち６項目が該当した。特に特別支援教育に対す
る理解に裏付けられた技能について高い負荷量をも
ち，「特別支援教育に対する理解と技能」と命名した。
第２因子は，小島ら（2011）の第３因子を構成す

る項目が全て入っており，通常学級での指導あるい
は保護者への対応の悩みについて高い負荷量をもつ
ことにより，「学級指導や保護者対応に関する悩み」
と命名した。
第３因子は，小島ら（2011）の第１因子のうち４

項目で構成し，チーム対応に関わる校内外の職種・
機関等の役割や活用方法の理解に高い負荷量をもつ
ことにより，「関連職種・機関の役割や活用方法の
理解」と命名した。
第４因子は，小島ら（2011）における第２因子の

うち，天井効果を示した項目以外で構成されており，
特別支援教育への積極的な関与や研修への意欲に高
い負荷量をもつことにより，「特別支援教育に対す
る意欲と研修の必要性」と命名した。
各因子について，Cronbachのα係数を算出した
ところ，第１因子がα＝ .927，第２因子がα＝ .846，
第３因子がα＝ .817，第４因子がα＝ .729であっ
た。第４因子がやや低いものの，十分内的整合性を
有していると判断した。そこで，解釈された因子を
「特別支援教育に対する理解と技能」尺度，「学級指
導や保護者対応に関する悩み」尺度，「関連職種・
機関の役割や活用方法の理解」尺度，「特別支援教
育に対する意欲と研修の必要性」尺度とした。
また，質問項目の内容的妥当性については，小島

ら（2011）において，現職教師および特別支援教育
を専門とする大学教員による２回の予備調査を実施
している。本研究の結果でも変容した部分はあるが，
基本的にはおおむね共通する傾向が見られた。以上
のことから，本質問項目については，一定の信頼性
および妥当性を有すると考える。

２．特別支援教育に対する意識の影響要因
(1 )担当学年：対象者を３群（1 .2年，3・4年，5・
6年）に分け，尺度ごとに一元配置の分散分析を行っ
た。いずれの因子もp値が有意水準より大きく，有
意差はなかった。
(2 )年齢：対象者の年齢を４群 (20代，30代，40代，
50・60代）に分け，尺度ごとに一元配置の分散分
析を行った。尺度ごとの結果をTable2に示す。「特
別支援教育に対する理解と技能」において，年齢の
効果が有意であった（ F (3 ,146 )＝4 .577686 , p＝
＜0 .01 )。そこで，どの群間に有意差があるかを見
るために多重比較（Tukey-Kramer法）を実施した
ところ，有意差は認められず，各年齢層間のどこか
に有意差はあると推測されるものの，どの群間かは
明らかでなかった。また，「学級指導や保護者対応
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に関する悩み」において，年齢の効果が有意であっ
た（（F（3 ,146）＝11 .051637 , p＜0 .001）。そこで
どの群間に有意差があるかを見るために多重比較
（Tukey-Kramer法）を実施したところ，「20代」と「40

代」間，「20代」と「50・60代」間に有意差があり，
20代教員が有意に高かった。
「関連職種・機関の役割や活用方法の理解」「特別
支援教育に対する意欲と研修の必要性」では有意差
はなかった。
(3 )経験年数：対象者の教員経験年数を４群（0～ 5

年 ,6～ 15年，16～ 25年，26年以上）に分け，尺
度ごとに一元配置の分散分析を行った。尺度ごとの
結果をTable3に示す。「特別支援教育に対する理解
と技能」における経験年数の効果が有意であった
（ F (3 ,146 )＝4 .727252 ,  p＜0 .01）。そこでTukey-
Kramer法を用いた多重比較を行ったが，各経験年
数間に有意差は認められず，経験年数間のどこかに
は有意差があると推測されるものの，どの群間に有
意差があるかは明らかでなかった。「学級指導や保
護者対応に関する悩み」における経験年数の効果も
有意であった（ F (3 ,146 )＝9 .968195 , p ＜0 .001 )。
Tukey-Kramer法を用いた多重比較の結果，「0～ 5

年」群と「16～ 25年」群，「0～ 5年」群と「26年
以上」群の間に有意差があり，経験年数が最も少な
い「0～ 5年」教員が有意に高かった。「関連職種・
機関の役割や活用方法の理解」「特別支援教育に対
する意欲と研修の必要性」では，有意差はなかった。
（2）年齢別（3）経験年数別の結果は，分散分析・
多重比較で同じ傾向を示した。また，「20代」「0～
5年」の教員は，因子得点が「特別支援教育に対す
る理解と技能」で最も低く，「学級指導や保護者対
応に関する悩み」で最も高かった。
(4 )特別支援教育経験の有無：特別支援学校，特別
支援学級，通級指導教室の担当経験について対象者
を「経験あり群（42名）」と「経験なし群（108名）」
に分けて，尺度ごとに因子得点の平均値を算出しｔ
検定を実施した。尺度ごとの結果と因子得点平均値
をTable4に示す。「特別支援教育に対する理解と技
能」（両側検定： t ＝2 .82 , p ＜0 .01），「関連職種・
機関の役割や活用方法の理解」（両側検定： t ＝2 .68， 
p ＜0 .01），「特別支援教育に対する意欲と研修の必
要性」（両側検定： t ＝2 .81， p ＜0 .01）で，特別支
援教育の経験あり群が経験なし群に比べて，得点が
有意に高かった。しかし，「学級指導や保護者対応
に関する悩み」では，有意差はなかった（両側検定： 

t ＝ -1 .05）。

(5 )学級規模：対象者が勤務する小学校の規模を３
群（小規模校：11学級以下 ,中規模校：12～ 24学級 ,
大規模校：25学級以上）に分けて，尺度ごとに一元
配置の分散分析を行った。いずれの因子でもp値が
有意水準より大きく，有意差はなかった。
なお，「職種」は教諭が95％，「特別な教育的支
援を必要とする児童生徒の担任経験あり」の割合は
97％であったため，分析対象にしなかった。

Ⅳ．考察
１．質問紙の構造および比較
小島ら（2011）では３因子が抽出されたが，本研

究では4因子が抽出された。したがって，本研究に
おける小学校通常学級担任の特別支援教育に対する
意識構造は，4つの要素を含むと考えられる。
小島ら（2011）と本研究における各因子を比較す

ると，本研究では，小島ら（2011）の第１因子が２
つに分かれて４因子構造となった。具体的には，小
島ら（2011）の第１因子「特別支援教育に対する理
解と技能」のうち６項目が本研究の第１因子「特別
支援教育に対する理解と技能」を構成した。内容は，
特別支援教育における「学習・社会スキルの指導」「実
態把握（アセスメント）」「個別の指導計画および個
別の教育支援計画の立案」に関する知識・技能と「教
育実習生への指導」「同僚の相談に対するアドバイ
ス」であり，特別支援教育全般における基本的な知
識・技能に関する項目である。また，残りの項目の
うち４項目は，特別支援教育コーディネーター，特
別支援教育支援員，外部専門機関（医療・福祉・労
働等），センター的機能をもつ特別支援学校の役割
や活用方法で構成され，現在教育現場で求められて
いるチーム対応に関連する項目が第３因子を構成し
た。特別支援教育に対する教員の意識水準が上がっ
てきたことや，複雑な事案が頻繁に起こる昨今の教
育現場において，チームとしての活動が不可欠に
なっている現状の反映ではないかと推測される。
小島ら（2011）の第２因子「特別支援教育に対

する評価・関心と学習・研修の必要性」15項目は，
本研究で11項目が天井効果を示し，残った4項目
が，本研究の第4因子「特別支援教育に対する意欲
と研修の必要性」を構成した。天井効果の項目は，
特別支援教育への関心や知識・技能がどの生徒にも
役立ち，学習面・社会面で有益であること，保護者
との連携の重要性，教員となる学生への期待であり，
現場の教員が，特別支援教育の理念や子どもたちへ
の有効性に対して肯定的な評価をしていることが明
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らかになった。先行研究でも理念への肯定的評価の
報告がされており，天井効果も考え合わせると，意
識や理解と実践が結びつき，実感として感じられて
きた証左ではないかと考えられる。残りの4項目は
「特別支援教育に対する意欲と研修の必要性」とし
て本研究の第4因子となった。その中で，単純集計
結果ではあるが，「学校運営のなかで，特別支援教
育の推進のためにできることには積極的に関与した
い」が平均4 .2と肯定的な評価であるのに対し，「特
別な教育的支援を必要とする児童生徒を積極的に担
当したい」は平均3 .2と「どちらともいえない」の
水準にある。自由記述の内容も加味すると，必要性
の認識や意欲はあるものの，教育現場の余裕のなさ，
多忙感，疲弊感が関与した結果ではないかと推測さ
れる。
小島ら（2011）の第３因子「通常学級での指導と
保護者への対応に関する悩み」６項目がそのままグ
ループを構成して，本研究の第２因子「学級指導や
保護者対応に関する悩み」となった。特に「クラス
メイトへの説明」「クラスメイトの保護者への説明」
「支援が必要な児童の保護者への説明」で因子負荷
量が高く，支援を必要とする児童への指導・支援・
対応はそれなりにこなせても，周囲の人たちへの対
応に苦慮している現状が示唆された。対象児童に対
する支援・指導と他の児童に対する支援・指導を両
立させることは，保護者対応も加味すると非常に難
しく，積極的に取り組むほどジレンマに陥ってしま
う可能性があるのではないかと推測する。第２因子
「学級指導や保護者対応に関する悩み」は，各因子
に影響を与える要因の分析でも，他の因子と違う傾
向を示しており，教員に対する支援で格段の配慮が
必要な分野といえる。
なお，今回の調査は，回答率が12 .0％と低く，A
市の小学校通常学級担任全体の意識を正確に反映し
ているとは言いがたい。しかし，分析対象者が150

名おり，意識構造はおおむね捉えることができたと
考える。なお，回答者は時間のない中で回答してく
れており，特別支援教育に対する意識が高く，熱心
な傾向があると推測され，今回の結果を重く受け止
める必要があると考える。

２．特別支援教育に対する意識に影響を与える要因
担当学年や学校規模の違いは，特別支援教育に対
する意識に明らかな影響は与えていないことが示さ
れた。一方，年齢，経験年数，特別支援教育経験の
有無については，いくつかの因子で有意差が認めら

れた。また，年齢や経験年数の違いによる結果はお
おむね重なることが明らかになった。各企業等の採
用年齢が多様化している今日でも，教員は大学卒業
後採用されれば，そのまま教員の仕事を継続しキャ
リアを積んでいく可能性の高いことが示唆された。
第1因子「特別支援教育に対する理解と技能」に

ついては，年齢，経験年数ともに効果が有意であり，
特別支援教育に対する意識に影響を与えていること
が明らかになった。しかし，それぞれどの群間に有
意差があるかは明らかにならなかった。因子得点の
比較では，20代・0～ 5年層が一番低く，理解や技
能の面で苦戦している様相が推測され，若い世代へ
の支援の必要性が示唆された。また，特別支援教育
経験の有無に関しては，「経験あり」群が「経験なし」
群に比べて，有意に得点が高く，特別支援教育の経
験がある教員は，特別支援教育に対する理解や技能
に対する自信をもっていることが示唆された。小島
ら（2011）でも，「経験あり群」が「経験なし」群
に比べて有意に高い結果が出ており，同じ傾向が続
いていることが明らかになった。「経験なし」群に
対して，どのようなサポートや研修が有効なのか検
討することや，経験のない教員が経験のある教員の
スキルを気軽に共有できる雰囲気，機会，時間が取
れるような対策，配慮が望まれる。
第２因子「学級指導や保護者対応に関する悩み」

については，年齢，経験年数ともに効果が有意であ
り，「20代（0～ 5年）」の教員は「40代（16～ 25年）」
「50・60代（26年～）」と比べて悩みが大きいこと
が明らかになった。若い教員の指導や対応に関する
悩みをどうサポートするか等，何らかの手立てが必
要と考える。一方，特別支援教育の経験の有無に関
しては，「経験あり」群と「経験なし」群に有意差
はなく，同じように悩みを抱えていることが明らか
になった。小島ら（2011）の「通常学級での指導と
保護者への対応に関する悩み」では，経験の有無で
有意差が見られ，特別支援教育の経験をもつ教員は，
意識全般にわたって理解や関心が高く，悩みの少な
いことが明らかになっている。しかし，第２因子は
対人関係を基盤とした直接対応であるため，不確定
要素が多く難しさを内包している。さらに昨今の教
育環境の変化（保護者の質の変化，支援を必要とす
る児童生徒の増加，障害種の多様化等）から，経験
を生かし切れない現状があるのではないかと推測さ
れる。今後は経験の有無にかかわらず，教員に対し
てどのような研修や支援が必要か，具体的な方策が
必要となろう。
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第3因子「関連職種・機関の役割や活用方法の理
解」に関しては，年齢や経験年数の差は影響を与え
ていないことが示された。しかし，特別支援教育の
経験の有無においては，「経験あり」群が「経験なし」
群に比べて有意に得点が高かった。経験のある教員
は，校内外の関連職種・機関の役割や活用方法を熟
知しているため，チーム支援が必要なケースにおい
て適切な支援が可能であり，理解しているが故に研
修の必要性も認識しているのではないかと考えられ
る。
第４因子「特別支援教育に対する意欲と研修の必
要性」に関しては，年齢，経験年数では有意差は認
められなかった。しかし，特別支援教育の経験の有
無においては，「経験あり」群が「経験なし」群に
比べて，有意に因子得点が高かった。経験すること
によって知識や技能等が蓄積し，さらにわからない
ことを学ぶ意欲も湧いてくるよい循環ができている
のではないかと考えられる。小島ら（2011）におい
ても，「特別支援教育に対する積極的な評価・関心
と学習・研修の必要性」（本研究の「特別支援教育
に対する意欲と研修の必要性」に該当）で，「経験
あり」群が「経験なし」群に比べて有意に高い結果
が出ており，同じ状況が継続していることが示され
た。
特別支援教育の経験の有無については，経験のあ
る教員は，経験のない教員に比べて，「特別支援教
育に対する理解と技能」「関連職種・機関の役割や
活用方法の理解」「特別支援教育に対する意欲と研
修の必要性」において有意であった。経験のある教
員は，特別支援教育全般にわたって理解や技能に自
信をもち，意欲をもって教育活動を行っていると考
えられる。しかし，「学級指導や保護者対応に関す
る悩み」については有意差が認められず，経験のな
い教員と同じように悩んでいる実態が明らかになっ
た。今後教員のサポート体制や研修，学校運営を考
えるとき，「学級指導や保護者対応に関する悩み」は，
全教職員の大きな課題と捉えて対策を考える必要が
あるといえる。

Ⅴ．まとめと今後の課題
本研究の結果から，現在の特別支援教育は，開始
時からの基本的な取り組みをある程度踏襲しつつ，
次のフェーズに入ったと考えられる。また，特別支
援教育が学校教育の中で重要な位置を占めてきてお
り，その理念や知識・技能は，学校教育の標準にな
りつつある印象をもった。これからは，如何にして

特別支援教育の内容を充実させていくか，本当の意
味で教員の手腕が問われる時代が来たといえよう。
特別支援教育に携わる教員が，個々の子どもたちの
ニーズに応じた支援をしたい，さらに研修を重ねて
力をつけたいという思いや意欲が叶うような教育環
境作りが大きな課題であると考える。
また，若い教員においては，特別支援教育に対す

る理解や技能の不足を意識しており，学級指導や保
護者対応に関する悩みが他世代の教員に比べて顕著
であることが明らかになった。文部科学省（2021）
は，心の病で休職する教職員が高止まりの水準にあ
り，20代の教職員の割合が1 .43％と他のどの世代
よりも高いことを報告している。若い世代の教員に
対しては，知識・技能，面談スキルの研修等だけで
なく，精神的なサポートや支援もまた早急に行われ
るべき課題であり，心理的な安定感がもてる職場環
境の構築が喫緊の課題といえる。
古井・神谷（2012）は，発達障害児が通常学級に

複数人在籍する場合，教師の困難感も大きくなると
報告している。和久田（2014）は，通常学級におけ
る発達障害の可能性のある児童は増加しているが，
実際の教育現場では数字で表現しきれない対象児の
増加状況があると報告している。また，角南（2019）
は，発達障害児は著しく増加しており，その多くは
通常学級に在籍しているため，通常学級における教
師の実践を重視した研究が必要であるとしている。
こうした研究報告を加味することで，通常学級担任
に対するよりよい支援が構築できるのではないだろ
うか。
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